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本日の内容
1.ハラスメントの基礎知識

2.職場におけるパワーハラスメント対策が

令和４年４月１日から

中小企業も義務になります！

3.ハラスメント防止のために



ハラスメント防止のために

1.職場におけるパワーハラスメントの内容

①セクシャルハラスメント ②マタニティハラスメント

③パワーハラスメント

④事業主が自らの雇用する労働者以外の者に対する言動に

関して行う取組

2.事業主が他の事業主の雇用する労働者等からのパワーハラ

スメントや顧客等からの著しい迷惑行為に関し行うことが

望ましい取組(パワーハラスメント防止のための指針抜粋)

中小企業は令和4年4月からパワハラ対策義務化!

「介護現場におけるハラスメント対策マニュアル」(2019
年3月)を作成、活用を推奨しています



介護現場の特徴

1.直接的な対人サービスが多い

2.利用者宅への単身の訪問、利用者への身体への

接触が多い

3.女性職員の割合が多い

4.生活の質や健康に直接関係するサービスで簡単に

中止できない

5.職場の上司、同僚からのハラスメントだけでなく

利用者やその家族からのハラスメトンがある



【マニュアル活用の目的】

１.介護事業者が、介護現場におけるハラスメントの実態を把握

するとともに、各事業所において対策を講じるための基礎的

な資料

２.介護事業者が、職員に対し、介護現場で働く職員の安全を確

保し安心して働き続けるための環境整備

３.人材の確保と定着を目指す。

利用者や家族から受けるハラスメントは、

事業所の職員間で起こるハラスメントと異なる課題として

「マニュアル」が作成されました



介護現場におけるハラスメント
1)身体的暴力

身体的な力を使って危害を及ぼす行為

例…蹴られる、コップを投げつける、つねるなど

2)精神的暴力

個人の尊厳や人格を言葉によって傷つけたり、おとしめたり

する行為

例…大声を発する、怒鳴る、特定の職員にいやがらせをする

理不尽なサービスを要求する

３）セクシャルハラスメント

相手の意に反する性的言動

例…必要もなく手や足を触る 抱きしめる、あからさまに性

的な話をする



利用者や家族からのハラスメント事例
【精神的・身体的暴力】

・「訪問介護員」は、「なんでもしてくれる人」という認識

で、高齢のご家族から介護保険の範囲を超えたサービスが

求められることがある。

・朝の送迎時間が1分でも遅れると、職員に対し、路上で執

拗に怒鳴る。

・気に入らない職員だと、怒りをあらわに大声を上げる。職

員の悪口を他の利用者や他の職員に言いまわる。

【セクシャルハラスメント】

・「手が動かないから体をさすってほしい」等のセクハラが

あった。



ハラスメントを受けた割合 4～7割



ハラスメントを受けた割合 1～3割



ハラスメントではない行為

・認知症等の病気又は障害の症状として現われた言動

（BPSD等）。

・利用料金の滞納（滞納自体は債務不履行の問題です。ただ

し、不払いの際の言動がハラスメ ントに該当することはあ

ります。）

・苦情の申立て



ハラスメントの影響

・ハラスメントを受けた職員が退職する

・精神的な不安定が続き、眠れなくなる
・仕事に自信がもてない、能力発揮ができない
・休職
・働く意欲が低下する

周囲の職員にとって
・職場環境の悪化…お互いの仕事の協力ができない
・計画通り業務ができない
・労働生産性が低下する



ハラスメントを受けて
ケガや病気になった職員1～2割、仕事を辞めたいと思った職員…2～4



介護事業者によるハラスメント把握状況

1.利用者・家族からのハラスメント状況を把握している

3～5割

2.ハラスメントは発生していない 3～6割

3.ハラスメントの有無を把握していない 1割

・ハラスメント受けた際に相談した 2～5割

・ハラスメントを相談しなかった 2～4割



事業所におけるハラスメントへの対応

1.特定の職員が長期間固定して特定の利用者を担当しないよ

う配置している

2.同性介助ができるよう配置している

3.ハラスメントケースを振り返り、再発防止を検討している

4.定期的に職員研修を行っている

実施している事業所は 3割程度

※発生時の対応は行っているが

防止策に取り組んでいる事業所はの割合は低い



職員から見たハラスメントに必要な取組

1.利用者・家族等と事業者・施設による相互的な確認

2.相談しやすい組織体制を整備してほしい

3.事業所内での情報共有

4.利用者・家族等への啓発活動、再発防止の働きかけ



確認しておくこと

1.サービス提供前に

①利用者の生活歴、②病気や障害に対する支援、

③提供サービスへの理解

2.職員への指導・教育

①サービス提供範囲の徹底 ②規則・マナーの教育

③情報共有・コミュニケーションについて

④報連相の方法 ⑤必要に応じて記録作成

⑥相談窓口の周知





ハラスメント対策の基本的な考え方

1.職員の安全第一

2.組織的・総合的にハラスメント対策を実施

3.初期対応が重要

4.ハラスメントが起こった要因分析をする

正確な事実確認➡要因分析➡対策➡再発防止体
制

介護サービスの質の向上に向けた取り組みが重要



事業者自身として取り組むべきこと

(1)基本方針の決定と周知

ハラスメント防止方針を決定し、職員に周知します

(2) マニュアルの作成・共有

職員間のハラスメントマニュアルと利用者からのハラス

メントマニュアルも作成する

(3)報告・相談しやすい窓口の設置

ハラスメントが発生したら、いつでも相談できる体制を

整備する

(4) 利用者・家族に対する周知

利用者・家族に契約の際、または契約解除になる場合も

あることを説明する

(5) 利用者等に関する情報の収集とそれを踏まえた担当職員の

配置・申送り



ハラスメントが発生した場合の対応

⑴初期対応は職員の安全を第一に即座に行う
被害職員だけでなく、利用者や家族等に対しても速やかに対応する。

• 必要に応じて、介護支援専門員や地域包括支援センター、医師、行政、
警察などに連絡・通報します。

• ヒアリングにおいて、職員を責めるような言動を行わないように注意。

⑵組織として対応
• ハラスメントへの対応については、担当職員のみに任せず、代表者を含

めた組織で対応を行う姿勢が重要。

⑶サービスの種別や介護現場の状況を踏まえた対策の実施
• 訪問系でハラスメントが発生する懸念がある場合は、担当シフト作成時

の配慮、管理者の同行、複数人の派遣、担当者を固定しないなどの対策
も検討する。

⑷再発防止策の検討
• 同様のハラスメント被害が生じないよう事案を分析し、マニュアル等に

反映させる。



職員に対して取り組むべきこと

(1)必要な情報の周知徹底
事業所の基本方針・対応時マニュアル・相談窓口設置などを内容

も併せて十分に周知することが重要。(資料配布だけでなく)

⑵職員への研修の実施、充実
• 管理者・職員向け研修を定期的に実施することが効果的。未然防止策

や対応策について共有すること。

(報告・連絡・相談のための記録化の研修)など

⑶ハラスメントに関する話し合いの場を定期的な開催
• 定期的に話し合いの場を設けることで報告・連絡・相談のしやすい雰

囲気を作ります

⑷ハラスメント未然防止への点検等の機会の提供
• ハラスメント未然防止の為のチェック項目資料を配布し、職員自らの

行動を点検あるいは振り返るようにします。(マニュアル参考)



職員がイキイキ働く職場
づくりと

介護サービスの

質の向上に向けて


